
とは、
住民（関係住民も含む）と行政（時には議会）との

継続的な信頼関係を、データやファクトに基づく意思（輿論）を通じて構築す
る新しい住民参加・デジタルデモクラシー（EBPM対応）の仕組み

１・一般的な意識調査
（アンケート（＊コメント受付のような運用も可能、既存の各種調査の置き換えにも対応））
２・学習型輿論調査
（回答者が、設問で扱う事象に関わるデータやエビデンスを知り、学んで回答）

３・輿論に基づく意思形成・合意形成調査
（回答者が、設問で扱う事象に関わるデータやエビデンスを知り、学んで回答し、
各回答タイプに追加設問を配信して、意思形成、合意形成を行う）

４・輿論に基づく議会も含めた意思形成・合意形成調査
（回答者（議会議員も含む）が、設問で扱う事象に関わるデータやエビデンスを知り、学んで回答し、
各回答タイプに追加設問を配信して、意思形成、合意形成を行い、ルールや条例等の意思形成を行う）

複数種の調査/記事を継続的に組み合わせ双⽅向のコミュニケーションを実現

© HammerBird 2023 

・情報の送り手は、受け取り手がどのような受け取り方をしたか判らない
・情報の受け取り手は、送られた情報に対して意思表示できない
・よって、情報の送り手と受け手の間で信頼関係を構築することができない

◆既存メディアの構造的な脆弱性を補完することで、公共圏の再構築に不可欠なコミュニケーションを実現

既存メディアの構造的な脆弱性

◆意識調査にも対応し、既存の調査予算の置き換え（リプレイス）によって、広報・公聴の弱点を補完しながら、
行政と繋がる住民を増やします。

株式会社ハンマーバード代表
慶應義塾⼤学SFC研究所上席所員

岩⽥崇takashi@hammerbird.jp簡易説明資料



の基本構成

実在性が担保された匿名回答（性別、年代、居住エリア、回答履歴）

⑥
意思表⽰の
俯瞰的確認

・
ダイナミック
アクティブ
マッチング

②
データや
ファクト
への

理解度確認

④
意思表⽰を
タイプ判定
として
確認

⑤
回答者が
伝えたい
意思

（賛意や提案、
疑問や不安も含む）

⑧
意思表⽰と
俯瞰的確認を
踏まえた
アクション
・

フィードバック
（インセンティブ）
（次の回答サイクル）

③
データや
ファクトへの
⼀定の理解の
上での
意思表⽰

回答データから
コミュニケーション改善

回答クラスター毎
への設問アプローチ

理解度により
おさらいも

⻑短を踏まえ
再考も

テキスト分析から
疑問や不安、提案などに対応

⑦
議会との連携

Build

Share

Update
⺠意（輿論）と政策、
政治とのシンクロ確認

＜回答サイクル＞

議論による
課題
への対応
・

ビジョンの
確⽴

共有

更新

共通のデータやファクトを踏まえた意思表示で、相互理解-合意形成が可能になります。
・人々からのさまざま意見は、前提となる知識の差異や、先入観、誤解によって建設的な議論とならず
現在のSNSに見られるように、暴力的なノイズとなってしまいがちです。
・『ポリネコ!』は、データやファクトといったエビデンスを知り、学び、確認できる機能（特許申請技術）によって
一定の理解の上での意思表示を可能にします。
・そして、この意思を互いに（参加者同士、有識者、議会議員など）示し合いシンクロ状態を確認することで、
お互いにとっての最適解、納得解を見出すことが可能となります。（特許技術）
・⑦議会との連携は、設問ごとにその有無を選択することができます。

①
住⺠に

知ってほしい
データやファクト
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が補完するコミュニケーション要素

×◎
できる

地域主権を実現する
コミュニケーションが

困難
© HammerBird 2023 

＞『ポリネコ!』は、行政による広報・公聴、新聞やテレビ等のマスメディアなどの機能を補完します。
＞補完する要素は、下図のようにまとめられます。
＞広報・公聴やマスメディアに困難なコミュニケーション要素を補完、連携することで地域主権を実現するコミュニケーション、
共通目標（ビジョン）を共有するコミュニティを形成します。



の特徴、他の⼿法との⽐較
住⺠とのコミュニケーション

■『ポリネコ!』は⼈々との対話を通じて、【信頼/TRUST】に基づく共通⽬標の構築、課題解決を⾏えることに⼤きな特徴があります。
（地域を挙げた議論、国⺠的議論を実現する唯⼀の⽅法です。）
■広報・公聴、ワークショップをはじめ、他の⼿法と『ポリネコ!』は相互補完することができます。
■ 政策分析に基づく設問設計も『ポリネコ!』 は唯⼀対応します。Society5.0、SDGsなどに対応する⼈間中⼼、誰も取り残さず、
持続する地域運営を推進します。
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住⺠2千⼈と議会議員が共通の問に
答えて地域経営に参加!

⑤建設的な
意思形成

集計結果から浮かび上がる
意思の基盤

①事実の
共有と確認
参考情報付きの
設問に回答

②⾃分の
⾒解の表明
回答に基づき

⾒解をタイプ判定

③他者の
⾒解の俯瞰
さまざまな確度から
回答状況を把握

④議員との
回答マッチング
⾒解が同じ議員、異なる
議員をコメントと共に把握

⼈⼝流出が⻑年の懸案であった栃⽊県塩⾕町では、若年層の参加や
事実に基づいた合理的な意⾒集約を実現すべく、『町⺠全員会議』
として、中学⽣以上の全住⺠が参加できる⾃治体PRM（先⾏版）を導⼊。
⼈⼝減少の実態が、若年層の流出と経済構造にあることを踏まえた
回答参加から、“⼈が育つまちづくり”という⽅向性を、住⺠と議会の
過半の意⾒から形成することに成功。
データとファクトを踏まえることで、先⼊観や声の⼤きい⼈の影響を
最⼩化し、エビデンスに基づいた意思（輿論）に基づく、合意形成を
⾏えることが実証されました。
＊先進事例として、下記の賞を受賞

第11回マニフェスト⼤賞
コミュニケーション最優秀賞

プロトタイプモデルでの栃⽊県塩⾕町での取り組み
中学⽣以上の住⺠が議会と⼀緒に知り、考え、意思形成

先⾏事例での実績
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2017年11⽉27⽇



記事での紹介
2023年1⽉5⽇



開発者の記事掲載
（朝⽇新聞での紙⾯-ネット連携記事開発・運営）
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